
佐野市告示第９１号 

佐野市温室効果ガス排出量可視化システム導入支援補助金交付要綱を次の

ように定めます。 

令和７年３月３１日 

佐野市長 金 子  裕   

佐野市温室効果ガス排出量可視化システム導入支援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 本市における市内事業者の脱炭素化の促進を図るため、温室効果ガ

ス排出量可視化システムを導入する事業者等に対して市が予算の範囲内で

交付する温室効果ガス排出量可視化システム導入支援補助金（以下「補助

金」という。）については、佐野市補助金等交付規則（平成１７年佐野市

規則第６０号）に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

(１) 事業者等 市の区域内において事業所等を有する法人又は個人事業

者（事業を行う個人をいう。以下同じ。）をいう。 

(２) 事業所等 事業所、事務所、店舗、工場その他の事業の用に供する

建築物をいう。 

(３) 温室効果ガス排出量可視化システム 環境省及び経済産業省が定め

るサプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガ

イドラインに適合した算定方法で温室効果ガス排出量等を可視化する

システムをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、温室効果ガス排出量可視化システ

ムを導入する事業者等とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する者

を除く。 

(１) 佐野市税条例（平成１７年佐野市条例第６３号）、佐野市都市計画

税条例（平成１７年佐野市条例第６４号）又は佐野市国民健康保険税

条例（平成１７年佐野市条例第６５号）の規定により課された市税を

滞納している者 



(２) 佐野市暴力団排除条例（平成２３年佐野市条例第１６号）第２条第

１項に規定する暴力団又は同条第５項に規定する暴力団員等である者 

２ 前項の規定にかかわらず、事業者等が次に掲げる事業を行う場合は、補

助金の交付の対象としない。 

(１) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）に基づく営業の許可又は届出を要する事業 

(２) 特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号）に規定する訪

問販売、電話勧誘販売、連鎖販売取引その他これらに類する方法によ

り物品の販売、役務の提供その他の行為 

(３) 宗教活動又は政治活動を目的とする事業 

(４) 前３号に掲げるもののほか、公序良俗に反すると認められる事業 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

温室効果ガス排出量可視化システムの導入に要する費用とする。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に３分の２を乗じて得た額（その額に１,

０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とし、３０万円を

上限とする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、温室効果ガス排出量可視化シ

ステム導入支援補助金交付申請書に、次に掲げる書類を添えて、市長に申

請しなければならない。 

(１) 誓約書兼同意書 

(２) 温室効果ガス排出量可視化システムに係る契約書等の写し 

(３) 補助対象経費が分かる書類の写し 

(４) 温室効果ガス排出量可視化システムに係る領収書等の写し 

(５) 登記事項証明書、開業等の届出書又は事業者等の身分を証する書類

の写し 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

２ 前項の規定による申請は、一の事業所等につき１回までとする。 

（交付の決定） 



第７条 市長は、前条第１項の申請書の提出があったときは、速やかに、そ

の内容を審査し、補助金を交付することと決定したときは温室効果ガス排

出量可視化システム導入支援補助金交付決定通知書により、補助金を交付

しないことと決定したときは温室効果ガス排出量可視化システム導入支援

補助金交付申請棄却通知書により申請者に通知する。 

（補助金の交付） 

第８条 市長は、前条の規定により補助金の交付を決定したときは、速やか

に、当該決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）の指定する金融

機関の口座に補助金を振り込むものとする。 

 （決定の取消し） 

第９条 市長は、交付決定者が偽りその他不正の手段により第７条の規定に

よる補助金の交付の決定を受けたと認めるときは、当該決定を取り消すこ

とができる。 

（補助金の返還） 

第１０条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消したとき

は、期限を定めて、当該補助金を返還させるものとする。 

（市への協力） 

第１１条 市長は、交付決定者に対し、必要に応じて、補助金に係る事業に

関するデータの提供その他市が進める気候変動対策に関する取組等につい

て協力を求めることができる。 

２ 前項の規定により協力を求められた者は、やむを得ない場合を除き、協

力するよう努めるものとする。 

（書類の様式） 

第１２条 この告示の規定により必要とする書類の様式は、市長が別に定め

る。 

（その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 


